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居住意向を踏まえた被災地の将来人口推計に関する研究 
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１．はじめに 

 2011 年 3 月に起きた東日本大震災により，東北地方

沿岸部の都市は大きな被害を受けた．津波により家を

流された人，仕事を失った人は移住を余儀なくされ，

人口の大幅な変化が予想される．復興計画を進めてい

くうえで将来人口の推計値は重要な指針の 1 つである

が，今回のような大規模な災害後は正確な人口推計を

行うことは難しい．そこで，本研究では被災者の居住

意向や被災状況を考慮することで，災害後の人口推計

の方法を提案する． 

これまで，災害後の人口変動，居住意向による人口

の変化については様々な研究がなされている．1) 2) 3) し

かし，居住意向を踏まえた被災地の人口推計に関わる

研究は，ほとんどなされていない．本研究では，人口

推計のコーホート要因法に，災害時の居住意向による

補正を組み込んだ点に新規性がある． 

 

２．本研究の推計方法 

（１）本研究における将来人口推計 

 国立社会保障・人口問題研究所の「日本の市区町村

別将来人口推計」（平成 20 年 12 月推計）での仮定値（生

残率，純移動率，出生率，出生性比）を用いてコーホ

ート要因法により推計する．なお，推計は平成 22 年の

国勢調査人口から東日本大震災による死者数と行方不

明者数を差し引いたものから行う． 

（２）純移動率の導出 

 コーホート要因法には普段の社会増減が考慮され

ているが，これに震災による人口増減の補正を加えた 

純移動率 mP の導出法を以下に示す．ここで，

2217
40
HH

~mP 
は平成 17 年に 0～4 歳の人口が平成 22 年に

なった時の純移動率を示す． 

 
17

40
2217

40
2217

40
H

~f
HH

~m
HH

~m X/YP    

 tg)(fXXY H
~b

H
~f

HH
~m  22

95
22

95
2217

40  

2217
40

17
40

22
95

H~H
~l

H
~f

H
~b PXX   

ここで mP ：純移動率（％） mY ：純移動数（人）  

fX ：実際人口（人） bX ：封鎖人口（人） lP ：生残率

（％） )(f  ：転出増加による補正値（人）  

)t(g ：転入減少による補正値（人） 

 

３．居住意向による補正 

（１）転出増加による補正値 

 転出増加の補正値 )(f  を以下のように定義する． 

dh XP)(f    

ここで ：実現率 hP ：転居希望率 dX ：被災人口 

実現率とは転居意向のある人口の何割が実際に転居

するかを示した値である．なお，被災人口とは被害を

受けた人口を示し，転出増加は被災人口の中にだけ起

こるものとする．転居希望率はアンケートの居住意向

を元に算出した町外へ転居したい割合である．実現率

と年齢層，男女別転居希望率を乗じることで年齢層，

男女別の転居率が算出される． 

現時点において，転居者数の実測値が無いので を

求めることができない．そこで，過去の災害のデータ

を参考にし，以下のように を定義する．なお，今回

の推計法では 5 年後の人口を推計するので，5 年間の

転出人口に転出増加率を乗じたものが震災による転出

人口となる． 
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ここで oP ：震災による転出増加率 oX ：年間転出人口 

 震災による転出増加率は新潟中越地震の前後 1 年間

の転出人口増加率を参考にし，今回の震災前後でも増

加率が同様になるとして設定する．参考にする都市は

新潟県川口町であり，川口町の震災前の平成 16 年の転

出者数と震災後の平成 17 年の転出者数から震災によ

る転出増加率を算出する．これを対象都市の平成 22 年

転出人口に乗じることにより年間転出人口が求められ

る．  

なお 10 代以下はサンプル数が少ないので転居率は
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親の年齢であると考えられる年齢層と同等とした．4) 

（２）転入減少による補正値 

 転入減少の補正値 )t(g を以下のように定義する． 

5 XiP)t(g t
i  

ここで，
t

iP ：震災による転入減少率  

Xi ：年間転入人口 

 転入減少率も，転出増加率と同様に，川口町を参考

にして，震災による転入減少数を算出する．さらに，

転入減少による影響は 5 年間に限らず，都市の復興ま

で続くと考えられるので，転入減少が都市の復興状況

と反比例の関係であるとする．10 年間の復興計画の場

合，2015 年から 2020 年の転入減少数が 2010 年から

2015 年の半分になると仮定する． 

 

 ４．被災地の人口推計 

（１）対象都市の設定 

 本研究では岩手県の A 町を対象として推計を行う．

A町は総人口 18,625人，今回の震災の被害は死者数 723

人，行方不明者数 55 人，全壊率 42%の都市である．  

 被災地の住民の居住意向を把握するために，平成 23

年 10 月に A 町で行政素案アンケートが行われた．回

収数は 3395 枚，回収率は 48.5%となっている． 

（２）将来人口の推計結果 

A 町全体の人口推計結果を以下の図 1，表１に示す．

補正前とは，国勢調査人口から死亡者数と行方不明者

数を差し引き，既存の純移動率を用いて推計したもの

であり，補正後は震災による影響を考慮した純移動率

を用いて推計したものである． 

図 1 で，2035 年の推計人口において補正前後で，約

1000 人の違いがみられた．また，表１から，ほとんど

の年齢層で 2050 年には 2010 年の半分以下の人口にな

ると推計された． 

 
図１ A 町全体の推計結果（総数） 

表１ A 町全体の推計結果（年齢階層別） 

 
５．パターン別の将来の人口変動 

通常の転出率に加えて，震災による将来の転出率を

別に設定することで，被災後の人口変動を予測する．

青年層（20~39 歳）及び高齢層（60~69 歳）の 2010 年

から 2015 年での震災による転出率を求めると，それぞ

れ 5.5％，1.9％となった．2015 年以降は，震災による

転出増はない場合（パターン１）と，2015 年以降も震

災による影響が続くと仮定し，「青年層の転出率が震災

で 5%増加する場合（パターン２）」と「高齢層の転出

率が震災で 5%増加する場合（パターン３）」を設定し

た．影響が続かないとしたパターン１と比較したパタ

ーン２及び３の推計結果を図 2 に示す． 

図 2 から青年層の人口が減少すると，同時に出生数

も減少し，高齢層が減少する場合よりも都市全体の急

激な人口減少が発生することが分かる．このことから

も都市の人口減少を未然に防ぐためには若い世代の流

出を止めるのが効果的だと判断できる． 

 
図２ 現状推移と比較した人口減少数 

６．おわりに 

本研究では，コーホート要因法に居住意向による補

正を加えることで，被災地での人口推計の方法を提案

した．今後，対象都市の 2015 年人口が明らかになれば，

今回の推計法も再度検討し，改良していく必要がある． 
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